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研修資料2　学校の対応
　学校は、いじめ防⽌等のため、学校いじめ防⽌基本⽅針に基
づき、学校いじめ対策組織を中核として、校⻑の強⼒なリ−ダー
シップの下、⼀致協⼒体制を確⽴し、学校の設置者とも適切に
連携の上、学校の実情に応じた対策を推進することが必要です。

１　学校いじめ防⽌基本⽅針の策定
いじめ防⽌対策推進法（平成25年法律第71号）
（学校いじめ防⽌基本⽅針）
第13条　学校は、いじめ防⽌基本⽅針⼜は地⽅いじめ防⽌基本⽅
針を参酌し、その学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめ
の防⽌等のための対策に関する基本的な⽅針を定めるものとす
る。

　各学校は、国の基本⽅針、地⽅いじめ防⽌基本⽅針を参考に
して、どのようにいじめの防⽌等の取組を⾏うかについての基
本的な⽅向や、取組の内容等を「学校いじめ防⽌基本⽅針」と
して定めることが必要です。

学校いじめ防⽌基本⽅針の策定のポイント
○　いじめの防⽌、いじめの早期発⾒、事案対処などいじめ
の防⽌等全体に係る内容であること。
○　年間の学校教育活動全体を通じて、いじめの防⽌に資す
る多様な取組が体系的・計画的に⾏われるよう、包括的な
取組の⽅針を定めたり、その具体的な指導内容のプログラ
ム化を図ること。
〇　アンケート、いじめの通報、情報共有、適切な対処等の
あり⽅についてのマニュアルを定め、それを徹底するため、
「チェックリストを作成・共有して全教職員で実施する」
などといったような具体的な取組を盛り込むこと。
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〇　より実効性の⾼い取組を実施するため、学校いじめ防⽌
基本⽅針が、当該学校の実情に即して適切に機能している
かを学校いじめ対策組織を中⼼に点検し、必要に応じて⾒
直す、というPDCAサイクルを盛り込むこと。
〇　いじめの防⽌等のための取組（いじめが起きにくい・い
じめを許さない環境づくりに係る取組、早期発⾒・事案対
処のマニュアルの実⾏、定期的・必要に応じたアンケート、
個⼈⾯談・保護者⾯談の実施、校内研修の実施等）に係る
達成⽬標を設定し、学校評価において⽬標の達成状況を評
価すること。また、評価結果を踏まえ、学校におけるいじ
めの防⽌等のための取組の改善を図ること。

２　学校におけるいじめ防⽌等の対策のための組織
いじめ防⽌対策推進法（平成25年法律第71号）
（学校におけるいじめの防⽌等の対策のための組織）
第22条　学校は、当該学校におけるいじめの防⽌等に関する措置
を実効的に⾏うため、当該学校の複数の教職員、⼼理、福祉等
に関する専⾨的な知識を有する者その他の関係者により構成さ
れるいじめの防⽌等の対策のための組織を置くものとする。

　学校いじめ対策組織は、いじめの防⽌等の中核となる組織と
して、的確にいじめの疑いに関する情報を共有し、共有された
情報を基に、組織的に対応できるような体制とすることが必要
です。
　教職員は、些細な兆候や懸念、児童⽣徒からの訴えを抱え込
まずに、⼜は対応不要であると個⼈で判断せずに、直ちに全て
当該組織に報告・相談します。
　当該組織に集められた情報は、個別の児童⽣徒等ごとなどに
記録し、複数の教職員が個別に認知した情報の集約と共有化を
図ります。
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３　学校におけるいじめの防⽌等に関する措置
⑴　いじめの防⽌
　「いじめはどの⼦供にも起こりうる」という事実を踏まえ、
いじめに向かわせないための未然防⽌として、次のような取組
を⾏っていく必要があります。

〇　児童⽣徒が⾃主的にいじめの問題について考え、議論す
ること等のいじめの防⽌に資する活動に取り組む。
〇　児童⽣徒が、⼼の通じ合うコミュニケーション能⼒を育
み、規則正しい態度で授業や⾏事に主体的に参加・活躍で
きるような授業づくりや集団づくりを⾏う。
〇　集団の⼀員としての⾃覚や⾃信を育むことにより、いた
ずらにストレスにとらわれることなく、互いを認め合える
⼈間関係・学校⾵⼟をつくる。
〇　教職員の⾔動が、児童⽣徒を傷つけたり、他の児童⽣徒
のいじめを助⻑したりすることのないよう、指導の在り⽅
に細⼼の注意を払う。

⑵　早期発⾒
　いじめは⼤⼈の⽬に付きにくい時間や場所で⾏われたり遊び
やふざけ合いを装って⾏われたりするなど、⼤⼈が気付きにく
く判断しにくい形で⾏われることを認識することが重要です。
些細な兆候であっても、いじめではないかとの疑いをもって、
早い段階から的確な関わりをもち、いじめを隠したり軽視した
りすることなく、いじめを積極的に認知することが必要です。
　⽇頃から児童⽣徒の⾒守りや信頼関係の構築等に努め、児童
⽣徒が⽰す⼩さな変化や危険信号を⾒逃さないようアンテナを
⾼く保つとともに、教職員相互が積極的に児童⽣徒の情報交換
を⾏い、情報を共有することが⼤切です。
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⑶　いじめに対する措置
いじめ防⽌対策推進法（平成25年法律第71号）
（いじめに対する措置）
第23条　学校の教職員、地⽅公共団体の職員その他の児童等から
の相談に応じる者及び児童等の保護者は、児童等からいじめに
係る相談を受けた場合において、いじめの事実があると思われ
るときは、いじめを受けたと思われる児童等が在籍する学校へ
の通報その他の適切な措置をとるものとする。

　学校の教職員がいじめを発⾒し、⼜は相談を受けた場合には、
速やかに、学校いじめ対策組織に対し当該いじめに係る情報を
報告し、学校の組織的な対応につなげなければなりません。
　また、各教職員は、学校の定めた⽅針等に沿って、いじめに
係る情報を適切に記録しておく必要があります。
　学校いじめ対策組織において情報共有を⾏った後は、事実関
係の確認の上、組織的に対応⽅針を決定し、被害児童⽣徒を徹
底して守り通します。
　加害児童⽣徒に対しては、当該児童⽣徒の⼈格の成⻑を旨と
して、教育的配慮の下、毅然とした態度で指導します。これら
の対応については、教職員全員の共通理解、保護者の協⼒、関
係機関・専⾨機関との連携の下で取り組むことが⼤切です。

４　いじめ重⼤事態
　いじめ防⽌対策推進法第28条には、重⼤事態について定めら
れています。「重⼤事態」が発⽣した場合は、その疑いがある
場合も含めて、地⽅公共団体の⻑へ報告した上で、調査組織を
設けて調査を⾏うことが義務づけられています。
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⑴　重⼤事態とは
①　いじめにより⽣命、⼼⾝⼜は財産に重⼤な被害が⽣じた疑い
があると認めるとき。

②　いじめにより児童⽣徒が相当の期間学校を⽋席することを余
儀なくされている疑いがあるとき。

※「相当の期間」とは年間30⽇を⽬安。ただし、⼀定期間、連続
して⽋席しているような場合には、この⽬安に関わらず、迅速
に調査に着⼿。

⑵　重⼤事態としての取扱いについての留意点
○　重⼤事態は、事実関係が確定した段階で重⼤事態として
対応を開始するのではなく、「疑い」が⽣じた段階で調査
を開始しなければなりません。
○　いじめを受けた児童⽣徒や保護者から、「いじめにより
重⼤な被害が⽣じた」という申⽴てがあったときは、重⼤
事態が発⽣したものとして報告・調査等に当たることが必
要です。

⑶　重⼤事態として扱われた事例
　「いじめの重⼤事態の調査に関するガイドライン」には、
以下のような重⼤事態の事例が記載されています。
　①　児童⽣徒が⾃殺を企図した場合
　　 軽傷で済んだものの、⾃殺を企図した。
　②　⼼⾝に重⼤な被害を被った場合
　　 リストカット等の⾃傷⾏為を⾏った。
　　 暴⾏を受け、⾻折した。
　　 投げ⾶ばされ脳震盪となった。
　　 殴られて⻭が折れた。

カッターで刺されそうになったが、咄嗟にバッグを盾に
したため刺されなかった。
⼼的外傷後ストレス障害と診断された。
嘔吐や腹痛などの⼼因性の⾝体反応が続く。
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多くの⽣徒の前でズボンと下着を脱がされ裸にされた。
わいせつな画像や顔写真を加⼯した画像をインターネッ
ト上で拡散された。

　③　⾦品等に重⼤な被害を被った場合
　　 複数の⽣徒から⾦銭を強要され、総額1 万円を渡した。
　　 スマートフォンを⽔に浸けられ壊された。
　④　いじめにより転学等を余儀なくされた場合

⽋席が続き（重⼤事態の⽬安である30⽇には達していな
い）当該校へは復帰ができないと判断し、転学（退学等
も含む）した。

⑷　重⼤事態への対応
　①　調査の主体の判断
　調査の主体は、学校が主体となって⾏う場合と、学校の
設置者が主体となって⾏う場合があり、学校の設置者が判
断します。
　これまでの経緯や事案の特性、いじめを受けた児童⽣徒
や保護者の訴え等を踏まえ、学校主体での調査では、重⼤
事態への対処及び同種の事態の発⽣の防⽌に必ずしも⼗分
な結果が得られないと学校の設置者が判断する場合や、学
校の教育活動に⽀障が⽣じるおそれがあるような場合に
は、学校の設置者において調査を実施します。

　②　調査組織について
　　　学校が主体の場合は、次の⼆つの⽅法が考えられます。
　　ア）学校いじめ対策組織に第三者が加わる⽅法
　　イ）学校が第三者調査委員会を⽴ち上げる⽅法
　③　調査の開始
　調査実施前に、いじめを受けた児童⽣徒及び保護者に対
して調査⽬的、調査組織、調査期間、調査事項、調査⽅法、
調査結果の提供等について説明します。また、いじめを⾏っ
た児童⽣徒及び保護者に対しても同様に説明します。
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　④　対応例

 学校が調査主体の場合
　学校の設置者の指導・助⾔のもと、以下のような対応に当たる
　◦学校の下に、重⼤事態の調査組織を設置

※　組織の構成については、専⾨的知識及び経験を有し、当該いじめ事案
の関係者と直接の⼈間関係⼜は特別の利害関係を有しない第三者の参加
を図ることにより、当該調査の公平性・中⽴性を確保するよう努めるこ
とが求められる。
※　第22条に基づく ｢いじめの防⽌等の対策のための組織｣ を⺟体として、
当該重⼤事態の性質に応じて適切な専⾨家を加えるなどの⽅法も考えら
れる。

　◦調査組織で、事実関係を明確にするための調査を実施
※　いじめ⾏為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にする。この際、
因果関係の特定を急ぐべきではなく、客観的な事実関係を速やかに調査
すべき。
※　たとえ調査主体に不都合なことがあったとしても、事実にしっかりと
向き合おうとする姿勢が重要。
※　これまでに学校で先⾏して調査している場合も、調査資料の分析や必
要に応じて新たな調査を実施。

 　◦いじめを受けた児童⽣徒及びその保護者に対して情報を適切に提供
※　調査によって明らかになった事実関係について、情報を適切に提供（適
時・適切な⽅法で経過報告があることが望ましい）。
※　関係者の個⼈情報に⼗分配慮。ただし、いたずらに個⼈情報保護を楯
に説明を怠るようなことがあってはならない。
※　得られたアンケートは、いじめられた児童⽣徒や保護者に提供する場
合があることを念頭におき、調査に先⽴ち、その旨を調査対象の在校⽣
や保護者に説明する等の措置が必要。

 　◦調査結果を学校の設置者に報告（※設置者から地⽅公共団体の⻑等に報告）
※　いじめを受けた児童⽣徒⼜はその保護者が希望する場合には、いじめ
を受けた児童⽣徒⼜はその保護者の所⾒をまとめた⽂書の提供を受け、
調査結果に添える。

 　◦調査結果を踏まえた必要な措置

 学校の設置者が調査主体の場合
 　◦設置者の指⽰のもと、資料の提出など、調査に協⼒

� ｢いじめの問題に関する資料｣（令和元年５⽉⽂部科学省）より




